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平成２２年度労働者派遣事業報告書の集計結果 
 

富山労働局職業安定部 

需給調整事業室 

 

 

１ 実績のあった事業所数 

 

 平成２２年度中に事業年度が終了し報告書を提出した労働者派遣事業所数のうち派遣実績の

あった事業所は、一般労働者派遣事業が８０所、特定労働者派遣事業が２１３所、合計で２９３

所となっている。 

⇒表１ 

 

２ 派遣労働者数 

 

（１）実際に派遣された派遣労働者数（※１）は１３，８９８人（対前年度比０．５％減）、常

用換算派遣労働者数（※２）は７，８８６人（同３．７％減）であった。 

   具体的には、一般労働者派遣事業では、常用雇用労働者が２，６５７人（対前年度比５．

４％減）、登録者数（※３）が９，１６６人（同２．６％減）であった。また、常用雇用以外

の労働者（登録者が労働者派遣される場合）の常用換算（※４）は３，１５４人（同１３．

０％減）であった。 

   一方、特定労働者派遣事業では、常用雇用労働者が２，０７５人（同１８．４％増）であ

った。 

   なお、派遣労働者数について、派遣実績のあった１派遣元事業所当たりの平均をみると、

一般労働者派遣事業の常用雇用労働者は３３．２人（前年度２６．８人）、常用雇用以外の労

働者（常用換算）は３９．４人（同３４．５人）、特定労働者派遣事業の常用雇用労働者は９．

７人（同９．５人）となっている。また、登録者についても、報告書を提出した１派遣元事

業所当たりの平均をみると、１１４．６人（同８２．６人）と、前年度よりも増加している。 

⇒表２ 

 

※１ 派遣労働者数は、一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数及び登録者数並びに特定

労働者派遣事業における常用労働者数の合計としている。 

※２ 常用換算派遣労働者数は、一般労働者派遣事業における常用雇用労働者数及び常用雇用以

外の労働者の常用換算数並びに特定労働者派遣事業における常用雇用労働者数の合計として

いる。 

※３ 登録者には、過去１年間に雇用されたことのない者は含まれていない。 

※４ 常用換算とは、常用雇用以外の労働者の年間総労働時間数の合計を当該事業所の常用雇用

労働者の１人当たりの年間総労働時間数で除したものである。 

 

（２）平成２２年６月１日現在で、政令で定める２６業務に労働者派遣されていた派遣労働者数

について、業務の種類別の割合をみると、一般労働者派遣事業では、機器操作５０．９％、

財務２０．４％、研究開発５．５％の順で多く、特定労働者派遣事業では、情報処理システ

ム開発４９．９％、機器操作２５．０％、テレマーケティングの営業５．５％の順で多くな

っている。 
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 ⇒表３ 

 

（３）製造業への派遣の状況 

   平成２２年６月１日現在で製造業へ派遣を行った事業所は、一般労働者派遣事業で３６所、

特定労働者派遣事業５９所、全体では９５所となっており、労働者派遣事業の実績のあっ

た事業所に占める割合は、一般派遣労働者では４５．０％、特定労働者派遣事業では２７．

７％、全体では３２．４％となっている。 

    また、平成２２年６月１日現在で製造業務に従事した派遣労働者は、一般労働者派遣事

業では２，３５２人（対前年度比１７．１％増）、特定労働者派遣事業では４２６人（同１

９．７％増）、全体では２，７７８人（同１７．５％増）となっている。 

⇒表４ 

 

 

３ 派遣先 

 

（１）労働者派遣の役務の提供を受けた者（派遣先）の数は、一般労働者派遣事業では３，４６

３件（対前年度比１５．４％減）、特定労働者派遣事業では５４５件（同１３．３％増）とな

っている。この結果、全体としては４，００８件（同１２．３％減）となっている。 

 

（２）また、派遣先の数について、派遣実績のあった１派遣元事業所当たりの平均をみると、一

般労働者派遣事業では４３．３件（前年度３９．０件）と前年度より増加している。特定労

働者派遣事業では２．６件（同２．６件）と横ばいとなっている。 

⇒表５ 

 

４ 売上高 

 

（１）労働者派遣事業に係る売上高は、一般労働者派遣事業では約１８４．７億円（対前年度比

１５．４％減）、特定労働者派遣事業では約９２．１億円（同８．２％増）となっている。こ

の結果、合計は約２７６．８億円（同８．７％減）となっている。 

 

（２）また、売上高について、売上のあった派遣元事業所当たりの平均をみると、一般労働者派

遣事業では約２億３千万円（対前年度比１０．６％増）、特定労働者派遣事業では約４千万円

（同６．５％減）であった。 

⇒表６ 

 

５ 派遣料金 

 

（１）一般労働者派遣事業の平均料金は１３，２９４円と、前年の１３，１６５円より１．０％

増であった。政令で定める２６業務について業務の種類別にみると、事業の実施体制の企

画・立案、OA インストラクション等で高くなっている。 

（２）特定労働者派遣事業の平均料金は２０，１１９円と、前年の１９，６１０円より２．６％

増であった。政令で定める２６業務について業務の種類別にみると、OA インストラクショ

ン、研究開発等で高くなっている。 

⇒表７ 

 



3 

 

６ 派遣労働者の賃金 

 

（１）一般労働者派遣事業における派遣労働者の平均賃金は９，４４１円と、前年の９，４３７

円より４円増加した。政令で定める２６業務について業務の種類別にみると、事業の実施体

制の企画立案、OA インストラクション等で高くなっている。 

（２）特定労働者派遣事業における派遣労働者の平均賃金は１２，６７７円と、前年の１３，６

１８円より６．９％の減少であった。政令で定める２６業務について業務の種類別にみると、

セールスエンジニアの営業・金融商品の営業、アナウンサー等で高くなっている。 

⇒表７ 

 

８ 派遣契約の期間 

 

 労働者派遣契約の期間について、一般労働者派遣事業では、１月以下が３０．２％、３月以下

が４７．０％となっており、６月以下のものが全体の６９．５％を占めている。特定労働者派遣

事業では、１月以下が３１．９％、３月以下が４１．０％となっており、６月以下のものが全体

の５８．６％を占めている。 

⇒表８ 

 

※ 労働者派遣契約の期間については、報告対象期間に締結した一労働者派遣契約における労働

者派遣の期間であり、当該派遣労働者が当該業務に実際に派遣就業する期間とは必ずしも一致

するものではない。 

 

９ 教育訓練 

 

 教育訓練の実績について、一般労働者派遣事業では、種類（コース）は延べで２７０コースあ

り、対象者数は延べで１４，６４１人であった。特定労働者派遣事業では、同２４３コースあり、

対象者数は延べで２，５８２人であった。 

 また、教育訓練を行う方法をＯＪＴ及びＯｆｆ－ＪＴ（※）に区分してみると、一般労働者派

遣事業ではＯｆｆ－ＪＴが７４．８％を占めているが、特定労働者派遣事業ではＯＪＴが約４３．

３％を占めている。 

⇒表９ 

 

※ＯＪＴとは、業務の遂行過程内に行う教育訓練である。Ｏｆｆ－ＪＴとは、ＯＪＴ以外の教育

訓練である。 


